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        公布された条例のあらまし         

 

◇特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の制定、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の

基盤強化に関する法律第26条の地方公共団体等を定める省令の改正等に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 条例中引用する過疎地域自立促進特別措置法の題名等を改める。 

(２) 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に規定する促進区域における不

動産取得税の課税免除の対象を、地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意の日（以下「同意

日」という。）が令和５年３月31日まで（現行 同意日から起算して５年内）に対象施設を設置した者とす

る。 

(３) 産業振興施策促進区域における不動産取得税の不均一課税を引き続き行うため、所要の改正を行う。 

(４) その他所要の規定の整備を行う。 

(５) 施行期日等 

ア 施行期日は、公布の日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県税条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

地方税法施行令の一部改正等に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) ２人以上の免税軽油使用者が引取りを行う場合で、その代表者が免税軽油の数量を取りまとめて免税証

の交付を申請するときは、申請書に添付する明細書への免税軽油使用者ごとの記名押印は不要とし、その氏

名又は名称を記載すればよいこととする等、軽油引取税に係る免税の手続を見直す。 

(２) 交通空白地有償運送に係る自動車税の課税免除の規定について、所要の規定の整備を行う。 

(３) 施行期日は、公布の日とする。 

 

◇鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

鳥取県石綿健康被害防止条例及び鳥取県食品衛生条例の施行のための規則に基づく事務を効率的に処理する

ため、当該事務の一部を中核市である鳥取市に移譲する。 

２ 条例の概要 

(１) 次の事務を鳥取市に移譲する。 

 ア 鳥取県石綿健康被害防止条例に基づく石綿含有材料等の処理の状況の報告等の受理 

 イ 鳥取県食品衛生条例の施行のための規則に基づく事務のうち、別に規則で定めるもの 

(２) 施行期日は、公布の日とする。 

 

◇鳥取県保護施設及び授産施設に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

 救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改

正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 救護施設及び更生施設は、感染症又は非常災害の発生時において、利用者に対する処遇を継続的に行い、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措
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置等を講ずることとする。 

(２) 救護施設及び更生施設は、非常災害対策に係る訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよ

う連携に努めることとする。 

(３) その他所要の規定の整備を行う。 

(４) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和３年８月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県特別医療費助成条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

 国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令の一部が改正され、老齢福祉年金

の支給停止となる所得の額が見直されたことに鑑み、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 補助金の交付の対象となる障がい者の所得の額の基準額を次のとおり改める。 

扶養親族等の数等 基準額 

扶養親族等がないとき 1,695,000円（現行 1,595,000円） 

扶養親族等の数が１人のとき 2,075,000円（現行 1,975,000円） 

扶養親族等の数が２人のとき 2,455,000円（現行 2,355,000円） 

扶養親族等の数が３人以上の

とき 

2,455,000円（現行 2,355,000円）に扶養親族等のうち２人

を除いた扶養親族等１人につき380,000円を加算した額 

(２) 施行期日等  

ア 施行期日は、令和３年８月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（以下「政令」という。）の一部改正に伴

い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 政令に定める建築物移動等円滑化基準の一部が適用されないこととなる条例対象小規模特別特定建築物

について、条例対象小規模特別特定建築物以外の特別特定建築物と同等の建築物移動等円滑化基準が適用さ

れるよう、所要の規定の整備を行う。 

 (２) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和３年10月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県県道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

 道路構造令の一部が改正され、条例で県道の構造の技術的基準を定めるに当たって参酌すべき基準に、歩行

者利便増進道路及び自動運行補助施設に係る規定が新たに追加されたことに伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 歩行者利便増進道路に設けられる歩道等には、歩行者の滞留の用に供する部分を設けること等の県道の

構造の技術的基準を定める。 

(２) 交通安全施設として、交通事故の防止を図るため必要がある場合は、自動運行補助施設を設けるものと

する。 
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(３) 施行期日は、公布の日とする。 

 

◇鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

(１) 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の一部が改正され、医薬品、医薬

部外品及び化粧品の製造工程のうち保管のみを行う製造所の登録事務が新設されたこと等に伴い、所要の改

正を行う。  

(２) 豚熱の発生を予防するために行う豚熱予防液の交付に係る手数料を新たに徴収する。 

(３) 受益と負担の公平の確保を図るため、手数料の額の変更を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 次のとおり新たに手数料を徴収する。 

ア 医薬品等の保管のみを行う製造所（以下「保管のみ製造所」という。）の登録 

(ア) 医薬品の保管のみ製造所の登録 １件につき36,000円 

(イ) 医薬部外品の保管のみ製造所の登録 １件につき30,300円 

(ウ) 化粧品の保管のみ製造所の登録 １件につき30,300円 

(エ) 医薬品の保管のみ製造所の登録の更新 １件につき26,000円 

(オ) 医薬部外品の保管のみ製造所の登録の更新 １件につき23,200円 

(カ) 化粧品の保管のみ製造所の登録の更新 １件につき23,200円 

(キ) 保管のみ製造所に係る登録証の書換え交付 １件につき2,000円 

(ク) 保管のみ製造所に係る登録証の再交付 １件につき2,900円 

イ 医薬品等の承認を受けようとするときの調査 

(ア) 医薬品の保管のみ製造所に係るもの １品目につき16,400円 

(イ) 医薬部外品の保管のみ製造所に係るもの １品目につき12,600円 

ウ 医薬品等の承認の取得後の期間を経過するごとの調査 

(ア) 医薬品の保管のみ製造所に係るもの 47,900円に１品目につき500円を加えた額 

(イ) 医薬部外品の保管のみ製造所に係るもの 37,200円に１品目につき300円を加えた額 

エ 医薬品等の製造所等における必要時の調査 

(ア) 無菌医薬品製造業の製造所に係るもの 125,800円に１品目につき3,000円を加えた額 

(イ) 一般医薬品製造業の製造所に係るもの 95,200円に１品目につき1,500円を加えた額 

(ウ) 医薬品包装等製造業の製造所に係るもの 52,000円に１品目につき500円を加えた額 

(エ) 医薬品の保管のみ製造所に係るもの 47,900円に１品目につき500円を加えた額 

(オ) 無菌医薬部外品製造業の製造所に係るもの 104,000円に１品目につき2,100円を加えた額 

(カ) 一般医薬部外品製造業の製造所に係るもの 72,800円に１品目につき1,000円を加えた額 

(キ) 医薬部外品包装等製造業の製造所に係るもの 39,200円に１品目につき300円を加えた額 

(ク) 医薬部外品の保管のみ製造所に係るもの 37,200円に１品目につき300円を加えた額 

(ケ)  試験検査施設に係るもの 39,200円に１品目につき300円を加えた額 

オ 医薬品等の製造工程の区分ごとの調査及び基準確認証の交付 

(ア) 医薬品の無菌原薬を製造する区分に係るもの 125,800円にその医薬品の製造販売業者１件につき

10,000円及び１品目につき3,000円を加えた額 

(イ) 最終滅菌法により医薬品の無菌製剤を製造する区分に係るもの 125,800円にその医薬品の製造販

売業者１件につき10,000円及び１品目につき3,000円を加えた額 

(ウ) 無菌操作法により医薬品の無菌製剤を製造する区分に係るもの 125,800円にその医薬品の製造販

売業者１件につき10,000円及び１品目につき3,000円を加えた額 

(エ) 医薬品の原薬を製造する区分に係るもの 95,200円にその医薬品の製造販売業者１件につき8,000

円及び１品目につき1,500円を加えた額 
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(オ) 医薬品の生薬原薬を製造する区分に係るもの 95,200円にその医薬品の製造販売業者１件につき

8,000円及び１品目につき1,500円を加えた額 

(カ) 医薬品の生薬製剤を製造する区分に係るもの 95,200円にその医薬品の製造販売業者１件につき   

8,000円及び１品目につき1,500円を加えた額 

(キ) 医薬品の固形製剤を製造する区分に係るもの 95,200円にその医薬品の製造販売業者１件につき

8,000円及び１品目につき1,500円を加えた額 

(ク) 医薬品の半固形製剤を製造する区分に係るもの 95,200円にその医薬品の製造販売業者１件につき

8,000円及び１品目につき1,500円を加えた額 

(ケ) 医薬品の液剤を製造する区分に係るもの 95,200円にその医薬品の製造販売業者１件につき8,000

円及び１品目につき1,500円を加えた額 

(コ) 医薬品の包装、表示、保管のみを行う区分に係るもの 52,000円にその医薬品の製造販売業者１件

につき4,000円及び１品目につき500円を加えた額 

(サ) 医薬品の保管のみを行う区分に係るもの 47,900円にその医薬品の製造販売業者１件につき4,000

円及び１品目につき500円を加えた額 

(シ) 医薬部外品の無菌原薬を製造する区分に係るもの 104,000円にその医薬部外品の製造販売業者１

件につき10,000円及び１品目につき2,100円を加えた額 

(ス) 最終滅菌法により医薬部外品の無菌製剤を製造する区分に係るもの 104,000円にその医薬部外品

の製造販売業者１件につき10,000円及び１品目につき2,100円を加えた額 

(セ) 無菌操作法により医薬部外品の無菌製剤を製造する区分に係るもの 104,000円にその医薬部外品

の製造販売業者１件につき10,000円及び１品目につき2,100円を加えた額 

(ソ) 医薬部外品の原薬を製造する区分に係るもの 72,800円にその医薬部外品の製造販売業者１件につ

き8,000円及び１品目につき1,000円を加えた額 

(タ) 医薬部外品の生薬原薬を製造する区分に係るもの 72,800円にその医薬部外品の製造販売業者１件

につき8,000円及び１品目につき1,000円を加えた額 

(チ) 医薬部外品の生薬製剤を製造する区分に係るもの 72,800円にその医薬部外品の製造販売業者１件

につき8,000円及び１品目につき1,000円を加えた額 

(ツ) 医薬部外品の固形製剤を製造する区分に係るもの 72,800円にその医薬部外品の製造販売業者１件

につき8,000円及び１品目につき1,000円を加えた額 

(テ) 医薬部外品の半固形製剤を製造する区分に係るもの 72,800円にその医薬部外品の製造販売業者１

件につき8,000円及び１品目につき1,000円を加えた額 

(ト) 医薬部外品の液剤を製造する区分に係るもの 72,800円にその医薬部外品の製造販売業者１件につ 

き8,000円及び１品目につき1,000円を加えた額 

(ナ) 医薬部外品の包装、表示、保管のみを行う区分に係るもの 39,200円にその医薬部外品の製造販売

業者１件につき4,000円及び１品目につき300円を加えた額 

(ニ) 医薬部外品の保管のみを行う区分に係るもの 37,200円にその医薬部外品の製造販売業者１件につ

き4,000円及び１品目につき300円を加えた額 

(ヌ) 基準確認証の書換え交付 １件につき2,000円 

(ネ) 基準確認証の再交付 １件につき2,900円 

カ 医薬品等の承認事項の変更計画に伴う調査 

(ア) 無菌医薬品製造業の製造所に係るもの １品目につき71,000円 

(イ) 一般医薬品製造業の製造所に係るもの １品目につき43,000円 

(ウ) 医薬品包装等製造業の製造所に係るもの １品目につき20,100円 

(エ) 医薬品の保管のみ製造所に係るもの １品目につき16,400円 

(オ) 無菌医薬部外品製造業の製造所に係るもの １品目につき48,700円 

(カ) 一般医薬部外品製造業の製造所に係るもの １品目につき28,700円 
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(キ) 医薬部外品包装等製造業の製造所に係るもの １品目につき13,200円 

(ク) 医薬部外品の保管のみの製造所に係るもの １品目につき12,600円 

(ケ) 試験検査施設に係るもの １品目につき13,200円 

キ 輸出用の医薬品等を製造しようとするときの調査 

(ア) 医薬品の保管のみ製造所に係るもの １品目につき16,400円 

(イ) 医薬部外品の保管のみ製造所に係るもの １品目につき12,600円 

ク 輸出用の医薬品等の期間を経過するごとの調査 

(ア) 医薬品の保管のみ製造所に係るもの 47,900円に１品目につき500円を加えた額 

(イ) 医薬部外品の保管のみ製造所に係るもの 37,200円に１品目につき300円を加えた額 

ケ 知事が使用を許可した獣医師に対する豚熱予防液の交付に係る手数料として、１件につき70円を徴収す

る。 

(２) 次のとおり手数料の額を改定する。  

ア 医薬品等の承認を受けようとするときの調査 

(ア) 無菌医薬品製造業の製造所に係るもの １品目につき71,000円（現行 48,700円） 

(イ) 一般医薬品製造業の製造所に係るもの １品目につき43,000円（現行 28,700円） 

(ウ) 医薬品包装等製造業の製造所に係るもの １品目につき20,100円（現行 13,200円） 

イ 医薬品等の承認の取得後の期間を経過するごとの調査 

(ア) 無菌医薬品製造業の製造所に係るもの 125,800円（現行 104,000円）に１品目につき3,000円

（現行 2,100円）を加えた額 

(イ) 一般医薬品製造業の製造所に係るもの 95,200円（現行 72,800円）に１品目につき1,500円（現

行 1,000円）を加えた額 

(ウ) 医薬品包装等製造業の製造所に係るもの 52,000円（現行 39,200円）に１品目につき500円（現

行 300円）を加えた額 

ウ 輸出用の医薬品等を製造しようとするときの調査 

(ア) 無菌医薬品製造業の製造所に係るもの １品目につき71,000円（現行 48,700円） 

(イ) 一般医薬品製造業の製造所に係るもの １品目につき43,000円（現行 28,700円） 

(ウ) 医薬品包装等製造業の製造所に係るもの １品目につき20,100円（現行 13,200円） 

エ 輸出用の医薬品等の期間を経過するごとの調査 

(ア) 無菌医薬品製造業の製造所に係るもの 125,800円（現行 104,000円）に１品目につき3,000円

（現行 2,100円）を加えた額 

(イ) 一般医薬品製造業の製造所に係るもの 95,200円（現行 72,800円）に１品目につき1,500円（現

行 1,000円）を加えた額 

(ウ) 医薬品包装等製造業の製造所に係るもの 52,000円（現行 39,200円）に１品目につき500円（現

行 300円）を加えた額 

(３) その他所要の規定の整備を行う。 

(４) 施行期日等 

ア 施行期日は、公布の日とする(１)ケに関する事項を除き、令和３年８月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 
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条 例 

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第26号 

   特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例（平成12年鳥取県条例第61号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（目的） 

第１条 この条例は、過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法（令和３年法律第19号。以下

「過疎法」という。）、地域経済牽引事業の促進

による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

（平成19年法律第40号。以下「地域経済牽引事業

促進法」という。）、地域再生法（平成17年法律

第24号）及び山村振興法（昭和40年法律第64号）

に定める目的の達成並びに本県における企業立地

の促進に資するため、地方税法（昭和25年法律第

226号）第６条の規定による県税の課税免除及び不

均一課税について必要な事項を定めるものとす

る。 

（目的） 

第１条 この条例は、過疎地域自立促進特別措置法

（平成 12年法律第 15号。以下「過疎法」とい

う。）、地域経済牽引事業の促進による地域の成

長発展の基盤強化に関する法律（平成19年法律第

40号。以下「地域経済牽引事業促進法」とい

う。）、地域再生法（平成17年法律第24号）及び

山村振興法（昭和40年法律第64号）に定める目的

の達成並びに本県における企業立地の促進に資す

るため、地方税法（昭和25年法律第226号）第６条

の規定による県税の課税免除及び不均一課税につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

 

（過疎地域における県税の課税免除） 

第２条 過疎法第２条第１項に規定する過疎地域

（以下「過疎地域」という。）内において、過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第24

条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置

が適用される場合等を定める省令（令和３年総務

省令第31号。以下「過疎法省令」という。）第１

条第１号イに規定する特別償却設備設置者に対

し、次の各号に掲げる税目ごとに、それぞれ当該

各号に定める額については課税しない。 

(１)・(２) 略 

２ 略 

 

（過疎地域における県税の課税免除） 

第２条 過疎法第２条第１項に規定する過疎地域

（以下「過疎地域」という。）内において、過疎

地域自立促進特別措置法第31条の地方税の課税免

除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等

を定める省令（平成12年自治省令第20号。以下

「過疎法省令」という。）第１条第１号イに規定

する特別償却設備設置者に対し、次の各号に掲げ

る税目ごとに、それぞれ当該各号に定める額につ

いては課税しない。 

(１)・(２) 略 

２ 略 

（促進区域における不動産取得税の課税免除） 

第３条 地域経済牽引事業促進法第４条第２項第１

号に規定する促進区域内において、同条第６項の

規定による地域経済牽引事業の促進に関する基本

的な計画の同意の日（以下この条において「同意

日」という。）から令和５年３月31日までに、地

（促進区域における不動産取得税の課税免除） 

第３条 地域経済牽引事業促進法第４条第２項第１

号に規定する促進区域内において、地域経済牽引

事業促進法第４条第６項の規定による地域経済牽

引事業の促進に関する基本的な計画の同意の日

（以下この条において「同意日」という。）から
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域経済牽引事業促進法第25条に規定する承認地域

経済牽引事業のために地域経済牽引事業の促進に

よる地域の成長発展の基盤強化に関する法律第26

条の地方公共団体等を定める省令（平成19年総務

省令第94号）第２条に規定する対象施設（以下

「対象施設」という。）を設置した地域経済牽引

事業促進法第14条第１項に規定する承認地域経済

牽引事業者に対し、当該対象施設の用に供する家

屋（当該施設の用に供する部分に限るものとし、

事務所等に係るものを除く。）又はその敷地であ

る土地の取得（同意日以後の取得に限り、かつ、

土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家

屋の建設の着手があった場合における当該土地の

取得に限る。）については、不動産取得税を課さ

ない。 

 

起算して５年内に、地域経済牽引事業促進法第25

条に規定する承認地域経済牽引事業のために地域

経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律第26条の地方公共団体等を定め

る省令（平成19年総務省令第94号）第２条に規定

する対象施設（以下「対象施設」という。）を設

置した地域経済牽引事業促進法第14条第１項に規

定する承認地域経済牽引事業者に対し、当該対象

施設の用に供する家屋（当該施設の用に供する部

分に限るものとし、事務所等に係るものを除

く。）又はその敷地である土地の取得（同意日以

後の取得に限り、かつ、土地の取得については、

その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該

土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった

場合における当該土地の取得に限る。）について

は、不動産取得税を課さない。 

（産業振興施策促進区域における不動産取得税の不

均一課税） 

第５条 山村振興法第８条第７項の同意を得た産業

振興施策促進事項が記載され、かつ、同条第１項

の同意を得た同項に規定する山村振興計画に記載

された同条第４項第４号に掲げる期間（以下この

条において「計画期間」という。）に、山村振興

法第14条に規定する地域資源を活用する製造業又

は農林水産物等販売業の用に供する施設又は設備

であって、取得価額の合計額が次に掲げる事業の

区分に応じそれぞれ次に定める取得価額のもの

（以下この条及び第８条において「山村振興特別

償却設備」という。）を新設し、又は増設した者

（所得税法（昭和40年法律第33号）第２条第１項

第40号に規定する青色申告書を提出する個人又は

法人に限る。）について、山村振興特別償却設備

である家屋又はその敷地である土地の取得（計画

期間の初日以後の取得に限り、かつ、土地の取得

については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の

着手があった場合における当該土地の取得に限

る。）に対して課する不動産取得税の税率は、県

税条例第79条及び第80条の規定にかかわらず、こ

れらの規定に規定する税率に10分の１を乗じて得

た率とする。 

(１) 山村振興法第14条に規定する地域資源を活

用する製造業（産業振興施策促進区域（山村振

興法第８条第４項第１号に規定する産業振興施

（産業振興施策促進区域における不動産取得税の不

均一課税） 

第５条 山村振興法第14条の地方税の不均一課税に

伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成

３年自治省令第８号。以下「山振法省令」とい

う。）第２条第１号に規定する特別償却設備設置

者について、同号に規定する特別償却設備である

家屋又はその敷地である土地の取得（山振法省令

第１条に規定する計画期間の初日以後の取得に限

り、かつ、土地の取得については、その取得の日

の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地と

する当該家屋の建設の着手があった場合における

当該土地の取得に限る。）に対して課する不動産

取得税の税率は、県税条例第79条及び第80条の規

定にかかわらず、これらの規定に規定する税率に

10分の１を乗じて得た率とする。 
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策促進区域をいう。次号において同じ。）にお

いて生産されたものを原料又は材料とするもの

に限る。） 500万円（租税特別措置法施行令

（昭和32年政令第43号）第28条の９第10項に規

定する資本金の額等が5,000万円を超える租税特

別措置法（昭和32年法律第26号）第42条の４第

４項に規定する中小企業者にあっては1,000万

円）以上のもの 

(２) 山村振興法第14条に規定する農林水産物等

販売業（産業振興施策促進区域において生産さ

れた農林水産物又は当該農林水産物を原料若し

くは材料として製造、加工若しくは調理したも

のを店舗において主に当該地区以外の地域の者

に販売することを目的とする事業をいう。） 

500万円以上のもの 

 

（不均一課税の適用の申請） 

第８条 略 

２ 第５条の規定の適用を受けようとする者は、次

に掲げる事項を記載した不均一課税適用申請書

を、個人にあっては山村振興特別償却設備を事業

の用に供した日の属する年の翌年の３月15日又は

延長申告期限までに、法人にあっては山村振興特

別償却設備を事業の用に供した日の属する事業年

度に係る法人事業税申告納付期間の末日又は延長

申告期限までに、知事に提出しなければならな

い。 

(１) 略 

(２) 山村振興特別償却設備又はその敷地である

土地の所在地及び取得年月日 

 

(３) 略 

３・４ 略 

（不均一課税の適用の申請） 

第８条 略 

２ 第５条の規定の適用を受けようとする者は、次

に掲げる事項を記載した不均一課税適用申請書

を、個人にあっては山振法省令第２条第１号に規

定する特別償却設備を事業の用に供した日の属す

る年の翌年の３月15日又は延長申告期限までに、

法人にあっては同号に規定する特別償却設備を事

業の用に供した日の属する事業年度に係る法人事

業税申告納付期間の末日又は延長申告期限まで

に、知事に提出しなければならない。 

(１) 略 

(２) 山振法省令第２条第１号に規定する特別償

却設備又はその敷地である土地の所在地及び取

得年月日 

(３) 略 

３・４ 略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する

条例第５条及び第８条第２項の規定は、令和３年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 旧過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第２条第１項に規定する過疎地域内において、過疎

地域自立促進特別措置法第31条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省

令（平成12年自治省令第20号）第１条第１号イに規定する特別償却設備を新設し、又は増設した者に係る県税

の課税免除については、改正前の特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の規定

は、なおその効力を有する。 

３ 改正後の特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例第３条の規定は、地域経済牽引
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事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成19年法律第40号）第４条第６項の規定による

地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意の日（以下「同意日」という。）が令和３年４月１日以

後である場合に適用し、同意日が平成30年４月１日から令和３年３月31日までの間である場合は、なお従前の

例による。 
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鳥取県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第27号 

   鳥取県税条例の一部を改正する条例 

 

 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

第134条の35 略 

２ 略 

３ 第１項の規定による申請は、２人以上の免税軽油

使用者が引取りを行おうとする免税軽油の数量を取

りまとめ、その代表者からすることができる。この

場合において、当該代表者は、それぞれの者の免税

軽油使用者証又は法第144条の21第２項後段の規定に

より交付を受けた免税軽油使用者証を提示するとと

もに、第１項の申請書に免税軽油使用者ごとにその

氏名又は名称を記載した施行令第43条の15第９項の

明細書を添付しなければならない。 

４・５ 略 

６ 前項ただし書の場合において、免税軽油使用者

は、免税証に記載された販売業者以外の販売業者か

ら免税軽油の引取りを行うときは、当該免税証に免

税軽油使用者の氏名又は名称を記載しなければなら

ない。 

７・８ 略 

 

第134条の35 略 

２ 略 

３ 第１項の規定による申請は、２人以上の免税軽油

使用者が引取りを行おうとする免税軽油の数量を取

りまとめ、その代表者からすることができる。この

場合において、当該代表者は、それぞれの者の免税

軽油使用者証又は法第144条の21第２項後段の規定

により交付を受けた免税軽油使用者証を提示すると

ともに、第１項の申請書に免税軽油使用者ごとに記

名押印した施行令第43条の15第９項の明細書を添付

しなければならない。 

４・５ 略 

６ 前項ただし書の場合において、免税軽油使用者

は、免税証に記載された販売業者以外の販売業者か

ら免税軽油の引取りを行うときは、当該免税証に記

名押印しなければならない。 

 

７・８ 略 

 

（自動車税の課税免除） 

第137条 略 

２ 次の各号のいずれかに該当する自動車に対して

は、種別割を課さない。ただし、第４号から第11号

までに規定する自動車にあっては、知事の承認を受

けたものに限る。 

(１)～(10) 略 

(11) 交通が著しく不便な地域における地域住民、

観光旅客その他の当該地域を来訪する者に必要な

交通の確保のために県又は市町村が交付する補助

金を受けて道路運送法施行規則（昭和26年運輸省

令第75号）第49条第１号に規定する交通空白地有

償運送を行う特定非営利活動法人が所有する自動

車で専ら当該交通空白地有償運送の用に供するも

の 

（自動車税の課税免除） 

第137条 略 

２ 次の各号のいずれかに該当する自動車に対して

は、種別割を課さない。ただし、第４号から第11号

までに規定する自動車にあっては、知事の承認を受

けたものに限る。 

(１)～(10) 略 

(11) 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律

第15号）第２条第１項に規定する過疎地域その他

の交通が著しく不便な地域における地域住民、観

光旅客その他の当該地域を来訪する者に必要な交

通の確保のために県又は市町村が交付する補助金

を受けて道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令

第75号）第49条第１項第１号に規定する交通空白

地有償運送を行う特定非営利活動法人が所有する

自動車で専ら当該交通空白地有償運送の用に供す
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るもの 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第28号 

  鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年鳥取県条例第35号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

別表（第２条関係） 

事務 市町村等 

 略 

10の２ 鳥取県石綿健康被害防止

条例（平成17年鳥取県条例第67

号）に基づく事務のうち、次に

掲げるもの 

(１)～(12) 略 

(13) 第10条の２の規定による

石綿含有材料等の処理の状況

の報告等の受理 

(14) 略 

(15) 略 

(16) 略 

(17) 略 

(18) 略 

鳥取市 

 略 

19の21 鳥取県食品衛生条例（平

成12年鳥取県条例第17号）に基

づく事務のうち、次に掲げるも

の 

(１)・(２) 略  

鳥取市 

19の22 鳥取県食品衛生条例の施

行のための規則に基づく事務の

うち、別に規則で定めるもの 

鳥取市 

19の23 略 

19の24 略 

 略 
 

別表（第２条関係） 

事務 市町村等 

 略 

10の２ 鳥取県石綿健康被害防止

条例（平成17年鳥取県条例第67

号）に基づく事務のうち、次に

掲げるもの 

(１)～(12) 略 

 

 

 

(13) 略 

(14) 略 

(15) 略 

(16) 略 

(17) 略 

鳥取市 

 略 

19の21 鳥取県食品衛生条例（平

成12年鳥取県条例第17号）に基

づく事務のうち、次に掲げるも

の 

(１)・(２) 略  

 

 

 

鳥取市 

19の22 略 

19の23 略 

 略 
 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 鳥取県保護施設及び授産施設に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第29号 

鳥取県保護施設及び授産施設に関する条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県保護施設及び授産施設に関する条例（平成24年鳥取県条例第70号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

                                                          

別表第１（第３条関係） 

区分 基準 

略 

利 用 者 の

処遇等 

１ 略 

２ 感染症その他の規則で定める健

康被害が発生し、又はまん延しな

いように、衛生上及び健康管理上

必要な措置を講ずること。 

３ 非常災害対策は、非常災害時の

情報の収集、連絡体制、避難等に

関する具体的な計画を定めるもの

とし、その計画を実行できるよう

利用者及び職員に周知し、定期的

に訓練を行うこと。また、訓練の

実施に当たっては、地域住民の参

加が得られるよう連携に努めるこ

と。 

４ 感染症又は非常災害の発生時に

おいて、利用者に対する処遇を継

続的に行い、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講ずること。ま

た、職員に対し、業務継続計画に

ついて周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施する

こと。なお、業務継続計画は定期

的に見直しを行い、必要に応じて

変更を行うこと。 

５ 略 

６ 略 

 略 
 

別表第１（第３条関係） 

区分 基準 

 略 

利 用 者 の

処遇等 

１ 略 

２ 感染症その他の規則で定める健

康被害の発生を防止するために衛

生上及び健康管理上必要な措置を

講ずること。 

３ 非常災害対策は、非常災害時の

情報の収集、連絡体制、避難等に

関する具体的な計画を定めるもの

とし、その計画を実行できるよう

利用者及び職員に周知し、定期的

に訓練を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 略 

５ 略 

 略 
 

   附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和３年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月31日までの間、改正後の鳥取県保護施設及び授産施設に関する条例別

表第１利用者の処遇等の項第４号の規定の適用については、同号中「講ずること」とあるのは「講ずるよう努

めること」と、「実施すること」とあるのは「実施するよう努めること」と、「行うこと」とあるのは「行うよ

う努めること」とする。 
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鳥取県特別医療費助成条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第30号 

鳥取県特別医療費助成条例の一部を改正する条例 

鳥取県特別医療費助成条例（昭和48年鳥取県条例第27号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第３条関係） 

(１) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第15条第４項の規定により交付を受けた身体障

害者手帳に身体上の障害の程度が１級又は２級

である者として記載されている者であって、前

年（当該医療を受ける日の属する月が１月から

７月までの場合にあっては、前々年。次号及び

第３号において同じ。）の所得の額（地方税法

第32条第１項に規定する総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額、同法附則第33条の３第

１項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額、同法附則第34条第１項に規定する長期譲渡

所得の金額、同法附則第35条第１項に規定する

短期譲渡所得の金額、同法附則第35条の４第１

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額、

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法

律第46号）第３条の２の２第４項に規定する条

約適用利子等の額並びに同条第６項に規定する

条約適用配当等の額の合計額（規則で定める者

にあっては、当該合計額から規則で定める額を

控除した額）をいう。次号及び第３号において

同じ。）が、その者の所得税法（昭和40年法律

第33号）に規定する控除対象配偶者及び扶養親

族（以下「扶養親族等」という。）の有無及び

数に応じて、次の表に定める基準額に満たない

もの 

扶養親族等の数等 基準額 

扶養親族等がないと

き 
1,695,000円 

扶養親族等の数が１

人のとき 
2,075,000円 

扶養親族等の数が２

人のとき 
2,455,000円 

扶養親族等の数が３ 2,455,000円に扶養親

別表（第３条関係） 

(１) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第15条第４項の規定により交付を受けた身体障

害者手帳に身体上の障害の程度が１級又は２級

である者として記載されている者であって、前

年（当該医療を受ける日の属する月が１月から

７月までの場合にあっては、前々年。次号及び

第３号において同じ。）の所得の額（地方税法 

第32条第１項に規定する総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額、同法附則第33条の３第

１項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額、同法附則第34条第１項に規定する長期譲渡

所得の金額、同法附則第35条第１項に規定する

短期譲渡所得の金額、同法附則第35条の４第１

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額、

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法

律第46号）第３条の２の２第４項に規定する条

約適用利子等の額並びに同条第６項に規定する

条約適用配当等の額の合計額（規則で定める者

にあっては、当該合計額から規則で定める額を

控除した額）をいう。次号及び第３号において

同じ。）が、その者の所得税法（昭和40年法律 

第33号）に規定する控除対象配偶者及び扶養親

族（以下「扶養親族等」という。）の有無及び 

数に応じて、次の表に定める基準額に満たない

もの 

扶養親族等の数等 基準額 

扶養親族等がないと

き 
1,595,000円 

扶養親族等の数が１

人のとき 
1,975,000円 

扶養親族等の数が２

人のとき 
2,355,000円 

扶養親族等の数が３ 2,355,000円に扶養親
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人以上のとき 族等のうち２人を除

いた扶養親族等１人

につき380,000円を加

算した額 

(２)～(６) 略 

人以上のとき 族等のうち２人を除

いた扶養親族等１人

につき380,000円を加 

算した額 

(２)～(６) 略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の鳥取県特別医療費助成条例の規定は、この条例の施行の日以後に受ける医療に係る医療費の助成に

ついて適用し、同日前に受けた医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 
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鳥取県福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第31号 

鳥取県福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例 

鳥取県福祉のまちづくり条例（平成20年鳥取県条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 (建築の規模の引下げ) 

第14条 法第14条第３項の条例で定める建築（用途の

変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下

同じ。）の規模は、別表第１の左欄に掲げる区分に

応じ、それぞれ同表の右欄に定める規模（当該規模

に満たない特別特定建築物の建築（以下この条にお

いて「小規模建築」という。）をする場合におい

て、当該特別特定建築物の床面積（増築若しくは改

築又は用途の変更（以下「増築等」という。）の場

合にあっては、当該増築等に係る部分（耐震改修に

より増加する部分を除く。）の床面積。以下同

じ。）の合計に当該特別特定建築物と同一の敷地内

に建築する他の特別特定建築物（公衆便所を除

く。）の床面積の合計を加えた面積が1,000平方メー

トル以上となるときは、当該小規模建築の規模）と

する。ただし、床面積の合計が200平方メートル未満

の建築物について用途の変更をして特別特定建築物

にする場合は、建築物移動等円滑化基準のうち次に

掲げるものは、適用しない。 

(１) 令第18条第２項第１号、第３号、第４号及び

第７号（これらの規定を令第25条第１項（同条第

３項において読み替えて適用する場合を含む。）

において読み替えて準用する場合を含む。）に定

める基準 

(２) 主たる出入口に係る令第18条第２項第２号イ

（令第25条第１項（同条第３項において読み替え

て適用する場合を含む。）において読み替えて準

用する場合を含む。）に定める基準（幅70センチ

メートルを超える部分に限る。）

(３) 便所の出入口に係る令第18条第２項第２号

（令第25条第１項（同条第３項において読み替え

て適用する場合を含む。）において読み替えて準

用する場合を含む。）に定める基準 

（建築物移動等円滑化基準の付加等） 

（建築の規模の引下げ） 

第14条 法第14条第３項の条例で定める建築（用途の

変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下

同じ。）の規模は、別表第１の左欄に掲げる区分に

応じ、それぞれ同表の右欄に定める規模（当該規模

に満たない特別特定建築物の建築（以下この条にお

いて「小規模建築」という。）をする場合におい

て、当該特別特定建築物の床面積（増築若しくは改

築又は用途の変更（以下「増築等」という。）の場

合にあっては、当該増築等に係る部分（耐震改修に

より増加する部分を除く。）の床面積。以下同

じ。）の合計に当該特別特定建築物と同一の敷地内

に建築する他の特別特定建築物（公衆便所を除

く。）の床面積の合計を加えた面積が1,000平方メー

トル以上となるときは、当該小規模建築の規模）と

する。ただし、床面積の合計が200平方メートル未満

の建築物について用途の変更をして特別特定建築物

にする場合は、建築物移動等円滑化基準のうち次に

掲げるものは、適用しない。 

(１) 令第18条第２項第１号、第３号、第４号及び

第７号に定める基準 

(２) 主たる出入口に係る令第18条第２項第２号イ

に定める基準（幅70センチメートルを超える部分

に限る。） 

(３) 便所の出入口に係る令第18条第２項第２号に

定める基準 

（建築物移動等円滑化基準の付加等） 
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第15条 略 

２ 条例対象小規模特別特定建築物については、前項

の規定にかかわらず、法第14条第３項の条例で建築

物移動等円滑化基準に付加する事項は、令第11条か

ら第17条まで及び第20条から第24条までに定める事

項の例によるもの、次条から第23条までに定める事

項並びに別表第２に定める事項とする。 

３ 前２項の事項は、この条例に別段の定めのある場

合を除くほか、前条に定める規模の特別特定建築物

の建築についても適用する。 

（便所） 

第17条 略 

２ 前項の便所のうち１以上（男子用及び女子用の区

別があるときは、それぞれ１以上）は、次に掲げる

ものでなければならない。 

(１) 略

(２) 別表第３の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表の

右欄に定める規模であるときは、ベビーベッドそ

の他の乳幼児のおむつの交換ができる設備を設け

るとともに、当該便所の出入口にその旨の表示を

行うこと。ただし、他におむつの交換ができる場

所を設ける場合は、この限りでない。 

(３) 別表第４の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表の

右欄に定める規模であるときは、次に掲げる設備

をいずれも１以上設けるとともに、当該便所の出

入口にその旨の表示を行うこと。 

ア・イ 略

３ 車いす使用者用便房は、次に掲げるものでなけれ

ばならない。 

(１)・(２) 略

(３) 別表第５の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表の

右欄に定める規模であるときは、ベッドその他の

高齢者、障害者等が円滑に衣類又は装身具の交換

ができる設備を設け、当該便房及びその設置され

ている便所の出入口にその旨の表示を行うこと。 

４・５ 略 

（移動等円滑化経路） 

第19条 略 

２ 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければ

ならない。 

第15条 略 

２ 前項の事項は、この条例に別段の定めのある場合

を除くほか、前条に定める規模の特別特定建築物の

建築についても適用する。 

（便所） 

第17条 略 

２ 前項の便所のうち１以上（男子用及び女子用の区

別があるときは、それぞれ１以上）は、次に掲げる

ものでなければならない。 

(１) 略

(２) 別表第２の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表の

右欄に定める規模であるときは、ベビーベッドそ

の他の乳幼児のおむつの交換ができる設備を設け

るとともに、当該便所の出入口にその旨の表示を

行うこと。ただし、他におむつの交換ができる場

所を設ける場合は、この限りでない。 

(３) 別表第３の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表の

右欄に定める規模であるときは、次に掲げる設備

をいずれも１以上設けるとともに、当該便所の出

入口にその旨の表示を行うこと。 

ア・イ 略

３ 車いす使用者用便房は、次に掲げるものでなけれ

ばならない。 

(１)・(２) 略

(３) 別表第４の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表の

右欄に定める規模であるときは、ベッドその他の

高齢者、障害者等が円滑に衣類又は装身具の交換

ができる設備を設け、当該便房及びその設置され

ている便所の出入口にその旨の表示を行うこと。 

４・５ 略 

（移動等円滑化経路） 

第19条 略 

２ 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければ

ならない。 
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(１) 当該移動等円滑化経路を構成する出入口のう

ち屋外に面するものは、次に掲げるものであるこ

と。 

ア 略

イ 別表第６の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表

の右欄に定める規模であるときは、当該出入口

の外側に音声により視覚障害者を誘導する設備

を設けること。 

(２) 当該移動等円滑化経路を構成する廊下等は、

次に掲げるものであること。 

ア 略

イ 別表第７の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表

の右欄に定める規模であるときは、当該廊下等

に近接した場所に乳幼児の授乳及びおむつの交

換ができる場所を設け、当該場所の出入口にそ

の旨の表示を行うこと。 

ウ・エ 略

(３)～(５) 略 

（共同住宅の特例） 

第20条 略 

２ 準移動等円滑化経路は、別表第８に掲げるもので

なければならない。 

（公益事業の事務所の特例） 

第21条 略 

２ 準視覚障害者移動等円滑化経路は、別表第９に掲

げるものでなければならない。 

（公立小学校等及び追加した特別特定建築物に関する

読替え） 

第23条 公立小学校等及び第13条各号に掲げる特定建

築物に対する第17条第１項及び前条第１項の規定の

適用については、これらの規定中「不特定かつ多数

の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利

用する」とあるのは、「多数の者が利用する」とす

る。 

別表第１（第14条関係） 

区分 規模 

公立小学校等 略 略 

(１) 当該移動等円滑化経路を構成する出入口のう

ち屋外に面するものは、次に掲げるものであるこ

と。 

ア 略

イ 別表第５の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表

の右欄に定める規模であるときは、当該出入口

の外側に音声により視覚障害者を誘導する設備

を設けること。 

(２) 当該移動等円滑化経路を構成する廊下等は、

次に掲げるものであること。 

ア 略

イ 別表第６の左欄に掲げる特別特定建築物の建

築をする場合において、当該建築の規模が同表

の右欄に定める規模であるときは、当該廊下等

に近接した場所に乳幼児の授乳及びおむつの交

換ができる場所を設け、当該場所の出入口にそ

の旨の表示を行うこと。 

ウ・エ 略

(３)～(５) 略 

（共同住宅の特例） 

第20条 略 

２ 準移動等円滑化経路は、別表第７に掲げるもので

なければならない。 

（公益事業の事務所の特例） 

第21条 略 

２ 準視覚障害者移動等円滑化経路は、別表第８に掲

げるものでなければならない。 

（追加した特別特定建築物に関する読替え） 

第23条 第13条各号に掲げる特定建築物に対する第17

条第１項及び前条の規定の適用については、これら

の規定中「不特定かつ多数の者が利用し、又は主と

して高齢者、障害者等が利用する」とあるのは、

「多数の者が利用する」とする。 

別表第１（第14条関係） 

区分 規模 

小学校、中学

校、義務教育

学校若しくは

略 略 
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略 

備考 略 

別表第２（第15条関係） 

１ 次に掲げる場合には、それぞれ当該各号に定め

る経路のうち１以上を、移動等円滑化経路にしな

ければならない。 

(１) 建築物又はその敷地に車いす使用者用便房

（車いす使用者用客室に設けられるものを除

く。以下同じ。）を設ける場合 利用居室（当

該建築物に利用居室が設けられていないとき

は、道等。次号において同じ。）から当該車い

す使用者用便房までの経路 

(２) 建築物又はその敷地に車いす使用者用駐車

施設を設ける場合 当該車いす使用者用駐車施

設から利用居室までの経路 

２ 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなけれ

ばならない。 

(１) 当該移動等円滑化経路を構成する廊下等

は、令で定める幅の基準に30センチメートルの

幅の基準を付加したものであること。 

(２) 当該移動等円滑化経路を構成する傾斜路

（階段に代わり、又はこれに併設するものに限

る。）は、階段に代わるものにあっては令で定

める幅の基準に30センチメートルの幅の基準を

付加したものであること。 

(３) 当該移動等円滑化経路を構成する敷地内の

通路は、次に掲げるものであること。 

ア 令で定める幅の基準に30センチメートルの

幅の基準を付加したものであること。 

イ 傾斜路の幅は、段に代わるものにあっては

令で定める幅の基準に30センチメートルの幅

の基準を付加したものであること。 

別表第３（第17条関係） 略 

別表第４（第17条関係） 略 

中等教育学校

（前期課程に

係るものに限

る。）で公立

のもの（以下

「公立小学校

等 」 と い

う。） 

略 

備考 略 

別表第２（第17条関係） 略 

別表第３（第17条関係） 略 
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別表第５（第17条関係） 略 

別表第６（第19条関係） 略 

別表第７（第19条関係） 略 

別表第８（第20条関係） 略 

別表第９（第21条関係） 略 

別表第４（第17条関係） 略 

別表第５（第19条関係） 略 

別表第６（第19条関係） 略 

別表第７（第20条関係） 略 

別表第８（第21条関係） 略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に工事中の特別特定建築物の建築又は修繕若しくは模様替については、なお従前の例

による。 
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鳥取県県道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第32号 

鳥取県県道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例 

鳥取県県道の構造の技術的基準等に関する条例（平成25年鳥取県条例第７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１（第４条、第５条関係） 

区分 基準 

略 

交 通

安 全

施 設 

交通事故の防止を図るため必要があ

る場合は、横断歩道橋、自動運行補助

施設、柵、照明施設、視線誘導標、緊

急連絡施設その他これらに類する施設

で規則で定めるものを設けること。 

歩 行

者 利

便 増

進 道

路 

１ 歩行者利便増進道路に設けられる歩

道等又は歩行者利便増進道路である自

転車歩行者専用道路若しくは歩行者専

用道路には、歩行者の滞留の用に供す

る部分を設けること。 

２ 前号に規定する部分には、歩行者利

便増進施設等の適正かつ計画的な設置

を誘導する必要があるときは、歩行者

利便増進施設等を設置する場所を確保

すること。この場合において、必要が

あると認められるときは、当該場所に

街灯、ベンチその他の歩行者の利便の

増進に資する工作物、物件又は施設を

設けること。 

３ 歩行者利便増進道路(移動等円滑化

法第10条第１項に規定する新設特定道

路を除く。)は、別表第２に規定する

基準に適合する構造とすること。 

別表第１（第４条、第５条関係） 

区分 基準 

略 

交 通

安 全

施 設 

交通事故の防止を図るため必要があ

る場合は、横断歩道橋、柵、照明施

設、視線誘導標、緊急連絡施設その他

これらに類する施設で規則で定めるも

のを設けること。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年７月９日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第33号 

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その

他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号の事務に応じて別に定める期限まで

に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(55の４) 略 

(55の５) 医薬品医療機器等法第39条第６項の規定

に基づく高度管理医療機器等の販売業又は貸与業

の許可の更新 １件につき11,000円 

(55の６) 略 

(55の７) 医薬品医療機器等法第40条の５第６項の

規定に基づく再生医療等製品の販売業の許可の更

新 １件につき11,000円 

(55の８) 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令（昭和36年政

令第11号。以下「医薬品医療機器等法施行令」と

いう。）第80条の規定により処理することとされ

ている医薬品医療機器等法第12条第１項の規定に

基づく医薬品等の製造販売業の許可 次の表の左

欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める額 

区分 金額 

１ 薬局製造販売医薬品（医薬

品医療機器等法施行令第３条

に規定する薬局製造販売医薬

品をいう。以下同じ。）を製

造販売するもの（以下「薬局

製造販売業」という。） 

略 

２ 医薬品医療機器等法第49条

第１項に規定する厚生労働大

臣の指定する医薬品（以下

「第１種医薬品」という。）

を製造販売するもの（薬局製

造販売業を除く。以下「第１

種医薬品製造販売業」とい

略 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その

他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号の事務に応じて別に定める期限まで

に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(55の４) 略  

(55の５) 医薬品医療機器等法第39条第４項の規定

に基づく高度管理医療機器等の販売業又は貸与業

の許可の更新 １件につき11,000円 

(55の６) 略 

(55の７) 医薬品医療機器等法第40条の５第４項の

規定に基づく再生医療等製品の販売業の許可の更

新 １件につき11,000円 

(55の８) 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令（昭和36年政

令第11号。以下「医薬品医療機器等法施行令」と

いう。）第80条の規定により処理することとされ

ている医薬品医療機器等法第12条第１項の規定に

基づく医薬品等の製造販売業の許可 次の表の左

欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める額 

区分 金額 

１ 薬局製造販売医薬品を製造

販売するもの（以下「薬局製

造販売業」という。） 

略 

２ 医薬品医療機器等法第49条

第１項に規定する厚生労働大

臣の指定する医薬品（以下

「第１種医薬品」という。）

を製造販売するもの（薬局製

造販売業を除く。） 

略 
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う。） 

３ 第１種医薬品以外の医薬品

を製造販売するもの（薬局製

造販売業を除く。以下「第２

種医薬品製造販売業」とい

う。） 

略 

４ 医薬品医療機器等法施行令

第20条第２項に規定する厚生

労働大臣の指定する医薬部外

品（以下「指定医薬部外品」

という。）を製造販売するも

の（以下「指定医薬部外品製

造販売業」という。） 

略 

５ 指定医薬部外品以外の医薬

部外品のみを製造販売するも

の（以下「一般医薬部外品製

造販売業」という。） 

略 

６ 化粧品を製造販売するもの

（以下「化粧品製造販売業」

という。） 

略 

(55の９) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第12条第４項の規定に基づく医薬品等の製造

販売業の許可の更新 次の表の左欄に掲げる区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 略 

２ 第１種医薬品製造販売業 

３ 第２種医薬品製造販売業 

４ 指定医薬部外品製造販売   

業 

５ 一般医薬部外品製造販売

業 

６ 化粧品製造販売業 

略 

略 

略 

略 

略 

略 

(56) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第13条第１項の規定に基づく医薬品等の製造業の

許可 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める額 

３ 第１種医薬品以外の医薬品

を製造販売するもの（薬局製

造販売業を除く。） 

略 

４ 医薬品医療機器等法施行令

第20条第２項に規定する厚生

労働大臣の指定する医薬部外

品（以下「指定医薬部外品」

という。）を製造販売するも

の 

略 

５ 指定医薬部外品以外の医薬

部外品のみを製造販売するも

の 

略 

６ 化粧品を製造販売するもの 略 

(55の９) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定 

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第12条第２項の規定に基づく医薬品等の製造

販売業の許可の更新 次の表の左欄に掲げる区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 略 

２ 第１種医薬品を製造販売

するもの（薬局製造販売業

を除く。） 

３ 第１種医薬品以外の医薬

品を製造販売するもの（薬

局製造販売業を除く。） 

４ 指定医薬部外品を製造販

売するもの 

５ 指定医薬部外品以外の医

薬部外品のみを製造販売す

るもの 

６ 化粧品を製造販売するも     

の 

略 

略 

略 

略 

略 

略 

(56) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第13条第１項の規定に基づく医薬品等の製造業の

許可 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める額 
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区分 金額 

１ 略 略 

２ 医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保

等に関する法律施行規則（昭

和36年厚生省令第１号。以下

「医薬品医療機器等法施行規

則」という。）第25条第１項

第３号に該当するもの（薬局

製造業を除く。以下「無菌医

薬品製造業」という。） 

略 

３ 医薬品医療機器等法施行規

則第25条第１項第４号に該当

するもの（薬局製造業を除

く。以下「一般医薬品製造

業」という。） 

略 

４ 医薬品医療機器等法施行規

則第25条第１項第５号に該当

するもの（薬局製造業を除

く。以下「医薬品包装等製造

業」という。） 

略 

５ 医薬品医療機器等法施行規

則第25条第２項第１号に該当

するもの（以下「無菌医薬部

外品製造業」という。） 

略 

６ 医薬品医療機器等法施行規

則第25条第２項第２号に該当

するもの（以下「一般医薬部

外品製造業」という。） 

略 

７ 医薬品医療機器等法施行規

則第25条第２項第３号に該当

するもの（以下「医薬部外品

包装等製造業」という。） 

略 

８ 医薬品医療機器等法施行規

則第25条第３項第１号に該当

するもの（以下「一般化粧品

製造業」という。） 

略 

９ 医薬品医療機器等法施行規

則第25条第３項第２号に該当

するもの（以下「化粧品包装

等製造業」という。） 

略 

(57) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第13条第４項の規定に基づく医薬品等の製造業の

許可の更新 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、

区分 金額 

１ 略 略 

２ 医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保

等に関する法律施行規則（昭

和36年厚生省令第１号。以下

「医薬品医療機器等法施行規

則」という。）第26条第１項

第３号に該当するもの（薬局

製造業を除く。以下「無菌医

薬品製造業」という。） 

略 

３ 医薬品医療器機等法施行規

則第26条第１項第４号に該当

するもの（薬局製造業を除

く。以下「一般医薬品製造

業」という。） 

略 

４ 医薬品医療機器等法施行規

則第26条第１項第５号に該当

するもの（薬局製造業を除

く。以下「医薬品包装等製造

業」という。） 

略 

５ 医薬品医療機器等法施行規

則第26条第２項第１号に該当

するもの（以下「無菌医薬部

外品製造業」という。） 

略 

６ 医薬品医療機器等法施行規

則第26条第２項第２号に該当

するもの（以下「一般医薬部

外品製造業」という。） 

略 

７ 医薬品医療機器等法施行規

則第26条第２項第３号に該当

するもの（以下「医薬部外品

包装等製造業」という。） 

略 

８ 医薬品医療機器等法施行規

則第26条第３項第１号に該当

するもの（以下「一般化粧品

製造業」という。） 

略 

９ 医薬品医療機器等法施行規

則第26条第３項第２号に該当

するもの（以下「化粧品包装

等製造業」という。） 

略 

(57) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第13条第３項の規定に基づく医薬品等の製造業の

許可の更新 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、

kamadaminori
線

kamadaminori
線
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それぞれ同表の右欄に定める額 

略 

(57の２) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第13条第８項の規定に基づく医薬品等の製造

業の許可の区分の変更又は追加の許可 次の表の

左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

定める額 

略 

(57の３) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第13条の２の２第１項の規定に基づく医薬品

等の保管のみを行う製造所（以下「保管のみ製造

所」という。）の登録 次の表の左欄に掲げる区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 医薬品の保管のみ製造所 １件につき

36,000円 

２ 医薬部外品の保管のみ製造 

 所 

１件につき

30,300円 

３ 化粧品の保管のみ製造所 １件につき

30,300円 

(57の４) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第13条の２の２第４項の規定に基づく保管の

み製造所の登録の更新 次の表の左欄に掲げる区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 医薬品の保管のみ製造所 １件につき

26,000円 

２ 医薬部外品の保管のみ製造 

 所 

１件につき

23,200円 

３ 化粧品の保管のみ製造所 １件につき

23,200円 

(58) 略

(58の２) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第14条第７項（同条第15項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく医薬品等の製造管

理又は品質管理の方法の調査 次の表の左欄に掲

げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 医薬品医療機器等法第14

条第１項又は第15項の承認

それぞれ同表の右欄に定める額 

略 

(57の２) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第13条第６項の規定に基づく医薬品等の製造

業の許可の区分の変更又は追加の許可 次の表の

左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

定める額 

略 

(58) 略

(58の２) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第14条第７項（同条第13項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく医薬品等の製造管

理又は品質管理の方法の調査 次の表の左欄に掲

げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 医薬品医療機器等法第14

条第１項又は第13項の承認
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を受けようとするときの調

査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 医薬品の保管のみ製

造所に係るもの 

(５) 略

(６) 略

(７) 略

(８) 医薬部外品の保管の

み製造所に係るもの 

(９) 略

２ 医薬品医療機器等法第14

条第７項の期間を経過する

ごとの調査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 医薬品の保管のみ製

造所に係るもの 

(５) 略

(６) 略

(７) 略

(８) 医薬部外品の保管の

み製造所に係るもの 

(９) 略

１品目につ

き71,000円 

１品目につ

き43,000円 

１品目につ

き20,100円 

１品目につ

き16,400円 

略 

略 

略 

１品目につ

き12,600円 

略 

125,800円に

１品目につ

き3,000円を

加えた額 

95,200 円 に

１品目につ

き1,500円を

加えた額 

52,000 円 に

１品目につ

き500円を加

えた額 

47,900 円 に

１品目につ

き500円を加

えた額 

略 

略 

略 

37,200 円 に

１品目につ

き300円を加

えた額 

略 

(58の３) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

を受けようとするときの調

査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

２ 医薬品医療機器等法第14

条第７項の期間を経過する

ごとの調査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

１品目につ

き48,700円 

１品目につ

き28,700円 

１品目につ

き13,200円 

略 

略 

略 

略 

104,000円に

１品目につ

き2,100円を

加えた額 

72,800 円 に

１品目につ

き1,000円を

加えた額 

39,200 円 に

１品目につ

き300円を加

えた額 

略 

略 

略 

略 
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等法第14条第９項の規定に基づく医薬品等の製造

管理又は品質管理の方法の調査 次の表の左欄に

掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

額 

区分 金額 

１ 無菌医薬品製造業の製造

所に係るもの 

125,800円に

１品目につ

き3,000円を

加えた額 

２ 一般医薬品製造業の製造

所に係るもの 

95,200 円 に

１品目につ

き1,500円を

加えた額 

３ 医薬品包装等製造業の製

造所に係るもの 

52,000 円 に

１品目につ

き500円を加

えた額 

４ 医薬品の保管のみ製造所

に係るもの 

47,900 円 に

１品目につ

き500円を加

えた額 

５ 無菌医薬部外品製造業の

製造所に係るもの 

104,000円に

１品目につ

き2,100円を

加えた額 

６ 一般医薬部外品製造業の

製造所に係るもの 

72,800 円 に

１品目につ

き1,000円を

加えた額 

７ 医薬部外品包装等製造業

の製造所に係るもの 

39,200 円 に

１品目につ

き300円を加

えた額 

８ 医薬部外品の保管のみ製

造所に係るもの 

37,200 円 に

１品目につ

き300円を加

えた額 

９ 試験検査施設に係るもの 39,200 円 に

１品目につ

き300円を加

えた額 

(59) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第14条第15項の規定に基づく医薬品等の製造販売

の承認事項の変更の承認 次に掲げる区分に応

(59) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第14条第13項の規定に基づく医薬品等の製造販売

の承認事項の変更の承認 次に掲げる区分に応
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じ、それぞれに定める額 

ア～オ 略

(59の２) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第14条の２第２項の規定に基づく医薬品等の

製造管理又は品質管理の方法の製造工程の区分ご

との調査 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する

法律第14条第８項に規

定する医薬品又は医薬

部外品の製造工程の区

分を定める省令（令和

３年厚生労働省令第17

号。以下「区分省令」

という。）第２条第１

項第３号イに規定する

医薬品の無菌原薬を製

造する区分 

125,800円にその

医薬品の製造販売

業者１件につき

10,000円及び１品

目につき3,000円

を加えた額 

２ 区分省令第２条第１

項第３号ロに規定する

最終滅菌法により医薬

品の無菌製剤を製造す

る区分 

125,800円にその

医薬品の製造販売

業者１件につき

10,000円及び１品

目につき3,000円

を加えた額 

３ 区分省令第２条第１

項第３号ハに規定する

無菌操作法により医薬

品の無菌製剤を製造す

る区分 

125,800円にその

医薬品の製造販売

業者１件につき

10,000円及び１品

目につき3,000円

を加えた額 

４ 区分省令第２条第１

項第４号イに規定する

医薬品の原薬を製造す

る区分 

95,200円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

8,000円及び１品

目につき1,500円

を加えた額 

５ 区分省令第２条第１

項第４号ロに規定する

医薬品の原薬を製造す

る区分 

95,200円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

8,000円及び１品

目につき1,500円

じ、それぞれに定める額 

ア～オ 略
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を加えた額 

６ 区分省令第２条第１

項第４号ハに規定する

医薬品の生薬製剤を製

造する区分 

95,200円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

8,000円及び１品

目につき1,500円

を加えた額 

７ 区分省令第２条第１

項第４号ニに規定する

医薬品の固形製剤を製

造する区分 

95,200円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

8,000円及び１品

目につき1,500円

を加えた額 

８ 区分省令第２条第１

項第４号ホに規定する

医薬品の半固形製剤を

製造する区分 

95,200円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

8,000円及び１品

目につき1,500円

を加えた額 

９ 区分省令第２条第１

項第４号ヘに規定する

医薬品の液剤を製造す

る区分 

95,200円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

8,000円及び１品

目につき1,500円

を加えた額 

10 区分省令第２条第１

項第５号に規定する医

薬品の包装、表示、保

管のみを行う区分 

52,000円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

4,000円及び１品

目につき500円を

加えた額 

11 区分省令第２条第１

項第６号に規定する医

薬品の保管のみを行う

区分 

47,900円にその医

薬品の製造販売業

者 １ 件 に つ き

4,000円及び１品

目につき500円を

加えた額 

12 区分省令第２条第１

項第３号イに規定する

医薬部外品の無菌原薬

を製造する区分 

104,000円にその

医薬部外品の製造

販売業者１件につ

き10,000円及び１

品目につき2,100

円を加えた額 

13 区分省令第２条第１

項第３号ロに規定する

104,000円にその

医薬部外品の製造
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最終滅菌法により医薬

部外品の無菌製剤を製

造する区分 

販売業者１件につ

き10,000円及び１

品目につき2,100

円を加えた額 

14 区分省令第２条第１

項第３号ハに規定する

無菌操作法により医薬

部外品の無菌製剤を製

造する区分 

104,000円にその

医薬部外品の製造

販売業者１件につ

き10,000円及び１

品目につき2,100

円を加えた額 

15 区分省令第２条第１

項第４号イに規定する

医薬部外品の原薬を製

造する区分 

72,800円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

8,000円及び１品

目につき1,000円

を加えた額 

16 区分省令第２条第１

項第４号ロに規定する

医薬部外品の原薬を製

造する区分 

72,800円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

8,000円及び１品

目につき1,000円

を加えた額 

17 区分省令第２条第１

項第４号ハに規定する

医薬部外品の生薬製剤

を製造する区分 

72,800円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

8,000円及び１品

目につき1,000円

を加えた額 

18 区分省令第２条第１

項第４号ニに規定する

医薬部外品の固形製剤

を製造する区分 

72,800円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

8,000円及び１品

目につき1,000円

を加えた額 

19 区分省令第２条第１

項第４号ホに規定する

医薬部外品の半固形製

剤を製造する区分 

72,800円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

8,000円及び１品

目につき1,000円

を加えた額 

20 区分省令第２条第１

項第４号ヘに規定する

医薬部外品の液剤を製

造する区分 

72,800円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

8,000円及び１品

目につき1,000円
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を加えた額 

21 区分省令第２条第１

項第５号に規定する医

薬部外品の包装、表

示、保管のみを行う区

分 

39,200円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

4,000円及び１品

目につき300円を

加えた額 

22 区分省令第２条第１

項第６号に規定する医

薬部外品の保管のみを

行う区分 

37,200円にその医

薬部外品の製造販

売業者１件につき

4,000円及び１品

目につき300円を

加えた額 

(59の３) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第14条の７の２第３項の規定に基づく医薬品

等の承認事項の変更計画に伴う医薬品等の製造管

理又は品質管理の方法の確認 次の表の左欄に掲

げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 無菌医薬品製造業の製造

所に係るもの 

１品目につ

き71,000円 

２ 一般医薬品製造業の製造

所に係るもの 

１品目につ

き43,000円 

３ 医薬品包装等製造業の製

造所に係るもの 

１品目につ

き20,100円 

４ 医薬品の保管のみ製造所

に係るもの 

１品目につ

き16,400円 

５ 無菌医薬部外品製造業の

製造所に係るもの 

１品目につ

き48,700円 

６ 一般医薬部外品製造業の

製造所に係るもの 

１品目につ

き28,700円 

７ 医薬部外品包装等製造業

の製造所に係るもの 

１品目につ

き13,200円 

８ 医薬部外品の保管のみ製

造所に係るもの 

１品目につ

き12,600円 

９ 試験検査施設に係るもの １品目につ

き13,200円 

(59の４) 略 

(59の５) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第23条の２第４項の規定に基づく医療機器等

の製造販売業の許可の更新 次の表の左欄に掲げ

る区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

略 

(59の２) 略 

(59の３) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第23条の２第２項の規定に基づく医療機器等

の製造販売業の許可の更新 次の表の左欄に掲げ

る区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額 

略 
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(59の６) 略 

(59の７) 略 

(59の８) 略 

(59の９) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第23条の20第４項の規定に基づく再生医療等

製品の製造販売業の許可の更新 １件につき

138,000円 

(60) 略

(61) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第40条の２第４項の規定による医療機器の修理業

の許可の更新 １件につき48,700円 

(62) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第40条の２第７項の規定による医療機器の修理区

分の変更又は追加の許可 １件につき17,700円 

(62の２) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第80条第１項の規定に基づく輸出用の医薬品

等の製造管理又は品質管理の方法の調査 次の表

の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に定める額 

区分 金額 

１ 輸出用の医薬品等を製造

しようとするときの調査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 医薬品の保管のみ製

造所に係るもの 

(５) 略

(６) 略

(７) 略

(８) 医薬部外品の保管の

み製造所に係るもの 

(９) 略

２ 医薬品医療機器等法第80

条第１項の期間を経過する

ごとの調査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

１品目につ

き71,000円 

１品目につ

き43,000円 

１品目につ

き20,100円 

１品目につ

き16,400円 

略 

略 

略 

１品目につ

き12,600円 

略 

125,800円に

１品目につ

(59の４) 略 

(59の５) 略 

(59の６) 略 

(59の７) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第23条の20第２項の規定に基づく再生医療等

製品の製造販売業の許可の更新  １件につき

138,000円 

(60) 略

(61) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第40条の２第３項の規定による医療機器の修理業

の許可の更新 １件につき48,700円 

(62) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定によ

り処理することとされている医薬品医療機器等法

第40条の２第５項の規定による医療機器の修理区

分の変更又は追加の許可 １件につき17,700円 

(62の２) 医薬品医療機器等法施行令第80条の規定

により処理することとされている医薬品医療機器

等法第80条第１項の規定に基づく輸出用の医薬品

等の製造管理又は品質管理の方法の調査 次の表

の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に定める額 

区分 金額 

１ 輸出用の医薬品等を製造

しようとするときの調査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

２ 医薬品医療機器等法第80

条第１項の期間を経過する

ごとの調査 

(１) 無菌医薬品製造業の

製造所に係るもの 

１品目につ

き48,700円 

１品目につ

き28,700円 

１品目につ

き13,200円 

略 

略 

略 

略 

104,000円に

１品目につ
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(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 医薬品の保管のみ製

造所に係るもの 

(５) 略

(６) 略

(７) 略

(８) 医薬部外品の保管の

み製造所に係るもの 

(９) 略

き 3,000円を

加えた額 

95,200 円 に

１品目につ

き 1,500円を

加えた額 

52,000 円 に

１品目につ

き500円を加

えた額 

47,900 円 に

１品目につ

き500円を加

えた額 

略 

略 

略 

37,200 円 に

１品目につ

き300円を加

えた額 

略 

(62の３)～(64) 略 

(64の２) 医薬品医療機器等法施行令第16条の４第

１項の規定に基づく医薬品等の保管のみ製造所に

係る登録証の書換え交付 １件につき2,000円 

(64の３) 医薬品医療機器等法施行令第16条の５第

１項の規定に基づく医薬品等の保管のみ製造所に

係る登録証の再交付 １件につき2,900円 

(64の４) 医薬品医療機器等法施行令第26条の４第

１項の規定に基づく基準確認証の書換え交付 １

件につき2,000円 

(64の５) 医薬品医療機器等法施行令第26条の５第

１項の規定に基づく基準確認証の再交付 １件に

つき2,900円 

(64の６) 略 

(64の７) 略 

(64の８) 略 

(64の９) 略 

(64の10) 略 

(64の11) 略 

(65)～(224) 略 

(225) 家畜伝染病予防法第８条の規定に基づく家

畜の検査、注射、薬浴又は投薬を行った旨の証明

書の交付（同条の規定の例による証明書の交付を

(２) 一般医薬品製造業の

製造所に係るもの 

(３) 医薬品包装等製造業

の製造所に係るもの 

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

き 2,100円を

加えた額 

72,800 円 に

１品目につ

き 1,000円を

加えた額 

39,200 円 に

１品目につ

き300円を加

えた額 

略 

略 

略 

略 

(62の３)～(64) 略 

(64の２) 略 

(64の３) 略 

(64の４) 略 

(64の５) 略 

(64の６) 略 

(64の７) 略 

(65)～(224) 略 

(225) 家畜伝染病予防法第８条の規定に基づく家畜

の検査（前号に規定する検査に限る。）を行った

旨の証明書の交付 １件につき400円 
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含む。） １件につき400円 

(225の２) 家畜伝染病予防法第50条の規定に基づ

き知事が使用を許可した豚熱予防液の交付 １件

につき70円 

(225の３) 略 

(225の４) 略 

(226)～(328) 略 

２ 略 

(225の２) 略  

(225の３) 略  

(226)～(328) 略 

２ 略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年８月１日から施行する。ただし、第２条第１項第225号の改正規定並びに同項第225号

の２及び第225号の３を１号ずつ繰り下げ、同項第225号の次に１号を加える改正規定は、公布の日から施行す

る。 

（施行日前の医薬品等の保管のみ製造所の登録等に係る手数料の徴収） 

２ この条例の施行の日前に医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改

正する法律（令和元年法律第63号）第２条の規定による改正後の医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第13条の２の２第１項、第14条の２第２項若しくは第14条

の７の２第３項の規定に基づいて行う行為又は医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（令和３年政令第１号）第

１条の規定による改正後の医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行令（昭和

36年政令第11号）第16条の４第１項、第16条の５第１項、第26条の４第１項若しくは第26条の５第１項の規定

に基づいて行う行為については、改正後の鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第57号の３、第59号の２、第59

号の３又は第64号の２から第64号の５までに掲げる事務ごとに当該各号に定める額の手数料を徴収する。 




